様式第２号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

（あて先）宇都宮市長

　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　（　　　　　）
· 自署の場合は押印省略可
ブロック塀等安全対策補助金交付申請書
　宇都宮市ブロック塀等安全対策費補助金交付要綱第７条の規定に基づき，下記のとおり交付申請します。
　国税，県税について，未納の税がないことを申告します。未納の税があることが判明した場合には，補助金を全額返納することを制約します。
	塀の所在地
	宇都宮市

	スクールゾーン
	· スクールゾーン内　（　　　　　　　小学校）　　□　上記以外

	構　造　等
	· ブロック　□　大谷石等　□　その他　（　　　　　　　　　）

	擁壁の有無
	· 有　　　　□　無

	工事区分
	撤去
	· 全部撤去　　　□　一部撤去　※ブロック塀は不可
· 補強（構造計算に基づき安全が確認された場合に限る。）

	
	再築
	· 有（アルミフェンスや生垣などの軽量なもの）　　□　無


	資格区分
	· 塀の所有者（　□　土地所有者と同じ　　□　土地所有者以外　）

	
	· 塀の所有者の二親等以内の親族（続柄：　　　　　　　　　　　）

	
	· 塀の管理者

	事業実施予定期間
	令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日

	撤去部分
	長さ
	ｍ
	見付面積
	㎡

	算定額
	撤去費
	再築費

	
	円　
	円　

	見積額（補助対象分）
	円　
	円　

	補助金額
	円　
	円　

	補助金額合計
	円　


· 工事費が変更になった場合には，速やかに交付申請変更届出書をご提出ください。
（ご提出がいただけない場合は，交付決定が取消しになる場合があります。）

· 実績報告書は１月末日までにご提出ください。

【提出書類は裏面をご覧ください】
	必ずご提出いただく書類

	1 案内図
	

	2 現況の写真
（全体が写るように撮影したものを印刷してお持ちください。）
	

	3 ブロック塀等の位置，長さ，及び，高さを記入した見取り図
	

	4 ブロック塀等がある土地の所有者が確認できる書類
（納税通知書，土地の登記簿など）
	

	5 撤去等工事の見積書写し
（工事費は補助対象と補助対象外がわかるように区別してください。）
	

	6 市税完納証明書
（本庁２階税制課，または，地区市民センターで発行できます。）
	

	申請者と土地所有者が異なる場合（共有を含む）

	7 申請者と全ての土地所有者との関係が確認できる書類
（住民票，戸籍謄本など）
	

	8 申請者以外の所有者からの同意書
	

	ブロック塀等の所有者でない管理者が申請をする場合

	9 管理者であることが確認できる書類
（管理契約書，土地の賃貸借契約書など）
	

	10 全ての土地の所有者からの同意書
	

	その他

	11 市長が必要と認める書類
	


